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令和４年度決算の概要

その他の議案および議決結果は、９ページに掲載しています。

令和４年度の決算などを
審議しました

　令和５年第３回定例会では、令和４年度決算に関わる議案や札幌市印鑑条例の一部を改正する条
例案などの議案31件、意見書10件を全会一致または賛成多数で認定または可決しました。

　令和4年度の一般会計決算は、最終予算額１兆
3,557億円に対して、歳入が１兆2,298億円、歳出
が１兆2,188億円となり、形式収支は110億円の
黒字となりました。ここから翌年度への繰越額42
億円を差し引いた実質収支は68億円の黒字となり、
そのうち35億円を財政調整基金に積み立てました。
　また、特別会計決算は、形式収支、実質収支と
もに51億円の黒字となり、企業会計決算は差し引
き194億円の黒字となりました。

　以下の経費など、全会計総額42億7,900万
円を増額する補正予算を可決しました。

　証明書等をコンビニなどの端末機で交付
するサービスで、個人番号カードによる交付
に加え、スマートフォンを活用した交付を
新たに開始するに当たり、印鑑登録証明書
の新たな交付申請の方法を定めるものです。

可決した主な議案
令和５年度の補正予算案

（注１）

令和４年度に実行された主な事業

感染症の影響から市民を守り、社会経済活動の
力強い回復を支えるまちづくり

令和４年度の決算額内訳

●集団接種会場で新型コロナワクチン接種を実施
●子育て世帯・低所得者世帯に給付を実施

1

子どもを生み育てやすく、誰もが安心して
暮らせる、やさしいまちづくり

●私立保育所などの施設整備
●雪堆積場の増強、排雪作業の前倒しや強化

2

魅力と活力にあふれ、新しい時代に向かって
成長を続けるまちづくり

●IT人材育成や中小企業のデジタル化を推進

3

一般会計の歳入・歳出内訳

歳　入 歳　出

（単位：億円）

その他
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経済費

職員費

保健福祉費
3,489

札幌市印鑑条例の一部を改正する条例案

数値は原則として計数ごとに四捨五入で表示しているため、各数値とその内訳の累計額とは一致しない場合があります。

●不妊治療助成費
●介護サービス事業所等感染症対策費追加
●子ども医療助成費追加
●学校施設冷房設備整備費

可決した主な意見書（概要）

特定商取引に関する法律の平成28年改正における
５年後見直し規定に基づく同法の改正を求める意見書

意見書

上記を含む可決した10件の意見書の全文は、市議会ホームページに掲載しています。

意見書とは、市政の発展に必要な事柄の実現を要請するため、
市議会の意思を決定し、国会や政府に提出するものです。

 平成28年に特定商取引に関する法律（以下「特商法」という。）が改正された際、
施行後５年を経過した場合、必要があると認めるときは、所要の措置を講ずるとの
規定が附則に定められ、令和４年12月に特商法の施行から５年が経過しました。
 令和５年版消費者白書によると、消費生活相談87万件のうち、特商法の対象分野
の相談は54.9％と高い比率を占めています。
 そのうち、情報通信技術の急進展により、インターネット通販に関する相談が
29.1％と最多となっていますが、現行の特商法では、ＳＮＳなどによる繰り返しの
勧誘に対応するための再勧誘の禁止等の行政規制やクーリング・オフ等の民事ルー
ルが規定されていません。
 また、連鎖販売取引いわゆるマルチ取引に関する相談は、インターネットなどを利
用した勧誘が増加し、勧誘してきた相手方の素性がわからないなど、悪質な事業者
による被害回復の困難な事例が発生しています。
 そこで、国会及び政府に対し、次の事項を含む特商法の改正を早急に進めるよう
強く要望します。
①ＳＮＳなどのインターネットを通じた通信販売は、再勧誘の禁止等の行政規制、
クーリング・オフ等を認めること。
②マルチ取引は、悪質事業者の排除や被害の予防・救済のため、規制などを導入
すること。

軽油引取税の課税免除特例措置の継続を求める意見書

 軽油引取税は、平成21年度の地方税法の改正により、道路特定財源から一般財
源化されました。このとき、３年間の時限措置として存続することになった課税
免除措置は、税制改正で数度の免除期間延長が認められましたが、令和６年３月
末をもって廃止される状況にあり、観光産業や農林水産業をはじめとする各種産
業の経営に甚大な影響を与えるものと懸念されます。
 例えば、スキー場のゲレンデ整備に使用する圧雪車の燃料、降雪機の動力源と
して使用する軽油の免税が継続されない場合、本市の冬の観光資源の一つである
スキー場の経営は、一層厳しいものとなることが予想されます。
 また、農業用機械、船舶、倉庫で使用するフォークリフトなど、軽油への依存
が強い北海道の農林水産業の経営にさらなる負担を強いることになります。
 そこで、国会及び政府に対し、軽油引取税の課税免除特例措置を継続するよう
強く要望します。
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特別会計
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（注１）

一般会計
１兆2,188億円

歳出決算
総額

1兆8,471億円


